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  令和５年度栃木県地域職業訓練実施計画 

令和５年３月７日 

栃 木 労 働 局 

栃   木   県 

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構栃木支部 

 

１ 総説 

（１）計画のねらい 

産業構造の変化、技術の進歩その他の経済的環境の変化の中で、職業の安定、 

労働者の地位の向上及び経済社会の発展を図るためには、これらによる業務の

内容の変化に対する労働者の適応性を増大させ、及び円滑な就職に資するよう、

労働者に対して適切な職業能力開発を行う必要がある。 

このため、栃木県、事業主等が行う職業能力開発に関する自主的な努力を尊

重しつつ、雇用失業情勢等に応じて、国が、職業能力開発促進法（昭和 44 年

法律第 64 号。以下「能開法」という。）第 16 条第１項の規定に基づき設置す

る公共職業能力開発施設（以下「公共職業能力開発施設」という。）において実

施する職業訓練（能開法第 15 条の７第３項の規定に基づき実施する職業訓練

（以下「委託訓練」という。）を含む。以下「公共職業訓練」という。）及び職

業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成 23 年法律

第 47 号。以下「求職者支援法」という。）第４条第１項の規定により厚生労働

大臣の認定を受けた職業訓練（以下「求職者支援訓練」という。）の充実を図る

ことにより、労働者の十分な職業能力開発の機会を確保する必要がある。 

本計画は、本計画の対象期間（以下「計画期間」という。）中における対象者

数や訓練内容等を明確にし、計画的な公共職業訓練及び求職者支援訓練（以下

「公的職業訓練」という。）の実施を通じて、職業の安定、労働者の地位の向

上等を図るものである。 

また、公共職業能力開発施設は、本計画を実施する際に、栃木労働局、公共職

業安定所、栃木県及び独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構栃木支部

（以下、「支援機構」という。）等関係機関との連携を図り、効率的かつ効果的

な公共職業訓練の実施を図るものとする。 

  

（２）計画期間 

計画期間は、令和５年４月１日から令和６年３月 31 日までとする。 

 

（３）計画の改定 

   本計画は、公的職業訓練の実施状況等を踏まえ、必要な場合には改定を行う

ものとする。 
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２ 人材ニーズ、労働市場の動向と課題等 

（１）人材ニーズ、労働市場の動向と課題 

企業ニーズの検証として、県内企業を対象とした「ハロートレーニングに関する

アンケート調査」の結果、79.5％の企業がハロートレーニングを何らかの形で「知

っている」との回答があった。 

「従業員を採用する時のポイント」に対しては「コミュニケーション能力」「協調

性」「向上心」の順で多く、「従業員を採用するために必要と思う職業訓練科目」に

対しては「パソコン」が最多であった。 

また、企業が求めている人材は、「マナーを心得ている人」、「体力のある人」、「計

算が出来る人」、「素直で誠実な人」、「積極性のある人」及び「コミュニケーション

力のある人」であり、基礎訓練が重要となっている。 

日本の生産年齢人口が減少している中、県内企業が求める人材育成として、社会

人としての基本とパソコン操作が出来る人材の育成を基本に、基幹産業であるもの

づくり分野においてもデジタル化への対応が重要である。 

労働市場の状況としては、昨年、コロナ禍が長期化する中で、行動制限の解除に

より社会経済活動とともに求人活動の活発化も見られたところである。県内の労働

市場の状況をみると、令和４年 12月の有効求人倍率（季節調整値）は 1.24 倍とな

り、前月並となった。先行指標である新規求人数（原数値）は前年同月比 8.7％増

加と、22 か月連続して前年比増加しているが、コロナ禍以前との比較比では非製造

業を中心にまだその水準に達していない産業も多い。また、新規求職者数（原数値）

は３ヶ月連続で前年比減少した。行動制限の解除により社会経済活動が回復してき

たことで、求職活動の活発化も見られ、有効求職者数（原数値）は令和 4年 10 月に

12 カ月ぶりに前年比減少しており、落ち着きがみられている。一方で条件の合う求

人が出るまで就職を急がない求職者も一定数存在している。これらの状況から、『雇

用情勢は、一部に厳しさが残るものの、持ち直しの動きが広がりつつある。新型コ

ロナウイルス感染症や物価上昇が雇用に与える影響に留意する必要がある。』との

情勢判断を 11 ヶ月連続維持している。 

また、中長期的にみると、少子化による労働供給制約という課題を抱えている

中で、持続的な経済成長を実現していくためには、多様な人材が活躍できるよう

な環境整備を進め、一人ひとりの労働生産性を高めていくことが必要不可欠であ

り、そのためには、職業能力開発への投資を推進していくことが重要である。 

ＤＸやＧＸの進展といった大きな変革の中で、生産性や技能・技術の向上のた

めに必要となる人材の確保、育成が求められている。加えて、企業規模等によっ

てはＤＸ等の進展への対応に遅れがみられることにも留意が必要である。 

こうした変化への対応が求められる中で、地域のニーズに合った人材の育成を

推進するためには、公的職業訓練のあり方を不断に見直し、離職者の就職の実現

に資する公的職業訓練や、産業界や地域の人材ニーズに合致した在職者の生産性
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の向上等、多様な職業能力開発の機会を確保・提供することが重要である。 

また、出産等でキャリアを中断した女性の再就職を支援するための託児サービス

付き訓練、高齢者の継続雇用や職場復帰及び再就職が可能となるリカレント教育を

拡充するなど、多様な人材が活躍できる社会の実現に向けて、地域の特性や人材育

成ニーズを踏まえた職業能力開発の機会を確保・提供することが重要である。 

 

（２）令和４年度における公的職業訓練をめぐる状況 

① 令和４年度の職業訓練の受講者数は次のとおり。 

・公共職業訓練（学卒者訓練）322 名 

（令和４年度新規入校者数（専門課程 105・応用課程 97 名・普通課程 120 名）） 

・公共職業訓練（離職者訓練）1,088 名（令和５年 １月末現在） 

・求職者支援訓練 361 名（令和５年 １月末現在） 

 

② 令和４年度の職業訓練の就職率は次のとおり。 

・公共職業訓練（学卒者訓練） 

専門課程  100％ (令和５年１月末現在の就職内定率） 

応用課程 98.9％ (同上） 

普通課程 92.0％（同上） 

・公共職業訓練（離職者訓練） 

施設内訓練 支援機構 88.6％（令和５年１月末現在） 

栃木県  50.0％（同上） 

委託訓練       69.5％（同上） 

・求職者支援訓練  

基礎コース    0％（令和５年 1 月末現在） 

実践コース 75.0％（同上） 

注）求職者支援訓練は、令和４年４月から令和４年 ４月末までに修了したコー

スの、雇用保険適用相当就職の実績。 

 

３ 計画期間中の公的職業訓練の実施方針 

県内の雇用情勢は、一部に厳しさが残るものの持ち直しの動きが広がりつつあり、

先行指標である新規求人数（原数値）は、前年同月比 8.7％増加と、22 ヶ月連続し

て前年同月比で増加している。特に、主幹産業である製造業においては、新型コロ

ナウイルス感染症の影響による世界的なサプライチェーンの停滞や取引先の減産

体制等による受注減が要因となって、令和３年２月まで 24 ヶ月連続で対前年比減

少が続いていたが、海外需要の高まりを機に令和４年 10 月まで 20 ヶ月連続で対

前年同月比増加となった。一方、社会経済活動の活発化に伴い人手不足は医療・

介護をはじめ多くの産業において見られている。求職者については、社会経済活
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動の回復から求職活動を活発化する動きがみられた一方で、特にサービス業など

新型コロナウイルス感染症の感染状況による影響を受けた者などは、今後の先行

きを不安に感じ求職活動に慎重になる動きもみられ、非正規雇用労働者等やフリ

ーランスといった経済・雇用情勢の影響を特に受けやすい方への職業訓練や再就

職支援に一層力を入れていく必要がある。このため、人材需要の高い分野をはじ

めとする離職者の再就職の実現に向けた公的職業訓練を実施するとともに、もの

づくり現場の戦力となる若年技能労働者を育成するための生産性向上訓練等、産業

界や地域の人材ニーズに合致した多様な職業能力開発の機会の確保・提供に努める

ものとする。 

また、栃木県内における公的職業訓練が計画的かつ効果的に実施できるよう、公

共職業訓練（離職者訓練）と求職者支援訓練について、一体的に計画を策定する。 

さらに、栃木労働局、栃木県及び支援機構をはじめとする関係地方自治体、訓練

実施機関・団体や労使団体等の幅広い連携・協力関係を密にし、総合的に人材育成

に取り組んでいくこととする。 

 

４ 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等 

（１）離職者に対する公共職業訓練 

ア 施設内訓練 

・施設内訓練については、栃木県全域で  19 科 804 名の訓練定員で実施する。 

・目標については、就職率 80％以上を目指す。 

・民間教育訓練機関では実施できないものづくり分野において実施し、もの

づくり分野の求人状況を踏まえて訓練内容を常に見直し、企業が求める技

能・技術を訓練生に習得させると共に、ジョブ・カードを活用したキャリア

コンサルティングを通じ、企業人として相応しい人格形成を図っていく。 

 

実施主体 実 施 施 設 科数 定員 

栃木県 
県北産業技術専門校 4 115 名 

県南産業技術専門校 5 105 名 

支援機構 
栃木職業能力開発促進センター 10 584 名 

 （うち日本版デュアルシステム） (2) (60) 

 

イ 委託訓練 

・民間教育訓練機関等に委託する訓練については、栃木県全域で 99 コース 

1,075 名の訓練定員で実施する。 

・目標については、就職率 75％以上を目指す。 

・労働局、関係機関との一層の連携を図り、地域の求人・求職ニーズに応じた

離職者の就職促進に資する訓練科目を設定していくと共に、介護・建設な

ど人手不足分野における職業訓練の設定に取り組んでいく。 
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・IT 分野、デザイン分野については、就職率の向上のため、求人ニーズに即

した訓練コースを促進し、十分な就職支援を実施する。 

・育児や介護等、多様な事情を抱える求職者等が主体的に受講できるよう実

施期間・時間に配慮した訓練コースや、オンライン訓練（e ラーニングを

含む。）、託児サービス付き訓練コースの設定を推進する。 

・国家資格の取得等を目指す長期の訓練コースについては、対象となる者の

受講促進に努め、正社員就職に導くことができる充実した訓練の実施を推

進する。 

    

長期コース 

訓 練 分 野 コース数 定員数 

介護福祉士科 13 27 名 

保育士科 9 27 名 

栄養士科 2 13 名 

情報処理科 6 12 名 

パティシエ科 3  6 名 

総  計 33 85 名 

 

   短期コース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（うち、託児付き訓練 14 コース） 

 

（２）求職者支援訓練 

・ 令和５年度においては、非正規雇用労働者や自営廃業者などの雇用保険の基本

手当を受けることができない者に対する雇用のセーフティネットの機能が

果たせるよう訓練機会を提供することとし、認定訓練規模 987 名を上限と

する。 

訓 練 分 野 コース数 定員数 

介護系分野 16 240 名 

医療系分野 6  90 名 

事務系分野 27 405 名 

情報系分野 16 240 名 

（うち、IT 資格コース） 2  30 名 

その他の分野 1  15 名 

計 66 990 名 
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・目標については、雇用保険適用就職率は、基礎コースで 58％以上、実践コー

スで  63％以上を目指す。 

・訓練認定規模の割合は、次のとおりとする。 

イ 基礎コース 訓練認定規模の 25％ 

ロ 実践コース 訓練認定規模の 75％ 

※実践コースのうち、介護系、医療事務系及びデジタル系の重点３分野

の割合は、介護系 10％程度、医療事務系 5％程度、デジタル系 20％程度

を下限の目安として設定する。 

・各地域の状況や工夫に応じて独自の訓練分野を設定する地域ニーズ枠につ

いては、訓練実績のない地域を優先としたコースを基礎コース、実践コース

それぞれ 1 コース以上設定する。 

・求職者支援訓練のうち、全国職業訓練実施計画に定める上限値以下で次の割

合までは、新規参入となる職業訓練を認定する。 

イ 基礎コース 30％ 

ロ 実践コース 30％ 

・訓練内容としては、社会人スキルと基礎的能力を習得する職業訓練（基礎コ

ース）と、基礎的能力から実践的能力までを一括して習得する職業訓練（実

践 コース）をバランス良く設定する。 

・成長分野、人材不足分野とされている分野・職種に重点を置くとともに、地

域における産業の動向や求人ニーズを踏まえたものとなるよう訓練実施機

関の開拓にも努めるものとする。また、育児中で再就職を目指す者、未就職

のまま卒業することとなった新卒者、コミュニケーション能力等の課題を

有する生活困窮者等、対象者の特性・訓練ニーズに応じた職業訓練の設定

（託児サービス付きコース等）にも努める。 

・IT 分野、デザイン分野については、就職率の向上のため、求人ニーズに即

した訓練コースを促進し、十分な就職支援を実施する。 

 

コース 訓練認定規模 

基礎コース  （25.0％） 247 名 

 （うち、地域ニーズ枠） 45 名 

実践コース  （75.0％） 740 名 

（うち、就職氷河期対策実施分及び短期・短時間特例訓練実施分） （293 名） 
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  介護系 75 名 

  医療事務系 60 名 

  デジタル系 210 名 

  
（うち、ＩＴ分野）    （60 名） 

（うち、ＷＥＢデザイン）   （150 名） 

  営業・販売・事務系 300 名 

  その他の分野 30 名 

  地域ニーズ枠 65 名 

 

（注 1）求職者支援訓練は、栃木県地域職業訓練実施計画に則して、1 か月ごとに認

定する。（栃木県地域職業訓練実施計画で定めたコース別・分野別の訓練実施

規模を超えては認定しない。）また、申請対象期間の設定数を超える認定申請

がある場合は、次のとおり認定する。 

  なお、認定コースの定員数が少なかった場合の繰越し分及び中止となった

訓練コースの繰越分について、第４四半期においては、基礎コースと実践コー

ス間の振替及び実践コースの他分野へ振替を可能とする。 

イ 新規参入枠については、職業訓練の案等が良好なものから認定する。 

ロ 実績枠については、求職者支援訓練の就職実績等が良好なものから認定

する。 

（注 ２）本計画において示した内容は、次に揚げる事項を除き、栃木県地域職業能力

開発促進協議会での議論を踏まえ、地域の実情に応じて異なる設定とすること

ができる。 

イ 都道府県別の訓練認定規模を超えてはならないこと  

ロ 新規参入枠は必ず設定し、かつ、上に揚げた値を超えてはならないこと。

ただし、地域ニーズ枠については、全て新規枠とすることを可能とするこ

と。また、申請単位期間内で新規参入枠以外の設定数（以下、「実績枠」

という。）に対する認定申請が、当該実績枠の上限を下回る場合は、当該

実績枠の残余を当該申請対象期間内の新規参入枠とすることも可能とす

る。 

 

（３）在職者に対する公共職業訓練等 

・在職者訓練については、栃木県全域で 2,770 名の訓練定員で実施する。 

・在職者訓練については、産業構造の変化、技術の進歩等による業務の変化

に対応する高度な技能及びこれに関する知識を習得させる真に高度な職業

訓練であって、民間教育訓練機関において実施することが困難なものを実
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施するものとする。 

・企業の中核的な職業能力を有する人材育成を目的とした短期技術研修で、

企業の人材育成ニーズに応じた実践的な知識や技能を体系的に習得できる

よう設定する。    

  

実施主体 実施施設 技能向上コース 管理監督者コース 

栃木県 

県央産業技術専門校 435 名 30 名 

県北産業技術専門校 315 名 10 名 

県南産業技術専門校 310 名 10 名 

総  計 1,060 名 50 名 

 

実施主体 実施施設 実施規模 

支援機構 
栃木職業能力開発促進センター 650 名 

関東職業能力開発大学校 1,010 名 

総  計 1,660 名 

 

・生産性向上支援訓練については、上記在職者訓練とは別に、820 名の受講者

規模で実施する。 

・企業の生産性向上に必要な生産管理、品質管理、原価管理、物流、ＩoＴ、

人材育成、マーケティング等に関する知識やスキルを習得するためのオー

ダーメード型の職業訓練を実施することにより、労働者一人一人の職業能

力開発と企業の人材育成を支援する。 

・栃木職業能力開発促進センター・関東職業能力開発大学校内に設置した「生

産性向上人材育成支援センター」が、専門的な知見やノウハウを持つ民間

教育訓練機関等に委託し、企業や事業主団体の課題やニーズに合わせて実

施する。 

 

実施主体  実施規模 

支援機構 生産性向上支援訓練 820 名 

 

（４）学卒者に対する公共職業訓練 

・県央産業技術専門校において普通課程 ２年制７科 300 名、1 年制 1 科 20 名

の訓練定員で実施する。 

・関東職業能力開発大学校において専門課程 ２年制４科 190 名、応用課程 ２ 

年制４ 科 190 名の訓練定員で実施する。 
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・目標については、就職率 100％を目指す。 

・産業の基盤を支える人材を養成するために、企画力や創造力、問題解決能

力の涵養を図るよう配慮するとともに、地域ニーズを取り入れた教科指導

計画を策定し、産業構造の変化等に柔軟に対応できるような職業訓練を実

施する。 

 

県央産業技術専門校 定 員 

機械技術科 60 名 

制御システム科 40 名 

自動車整備科 40 名 

建築設備科 40 名 

IT エンジニア科 40 名 

金属加工科 40 名 

電気工事科 20 名 

木造建築科 40 名 

合  計 320 名 

 

関東職業能力開発大学校 定 員 

専
門
課
程 

生産技術科 50 名 

電気エネルギー制御科 40 名 

電子情報技術科 60 名 

建築科 40 名 

応
用
課
程 

生産機械システム技術科 50 名 

生産電気システム技術科 40 名 

生産電子情報システム技術科 55 名 

建築施工システム技術科 45 名 

合  計 380 名 

 

（５）障害者等に対する公共職業訓練 

・障害者の職業的自立を支援し、能力の開発・発揮と社会参加の推進を図るた

め、社会福祉法人等の民間機関への委託により実施する。 

・障害者の多様なニーズに対応した委託訓練については、栃木県全域で３コー

ス 43 名の訓練定員で実施する。 

・目標については、就職率 55％以上を目指す。 
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訓練コース名 訓練期間 定員 

知識・技能習得訓練コース ２ヶ月 25 名 

実践能力習得訓練コース １～３ヶ月程度 13 名 

ｅラーニングコース ３ヶ月 5 名 

総 計 43 名 

 

５ その他、職業能力の開発及び向上の促進のための取組等 

（１）関係機関の連携 

・栃木労働局、栃木県及び支援機構が公共職業訓練（離職者訓練）と求職者支

援訓練の訓練規模、分野、時期、地域等について一体的に調整を行うことで、

訓練実施者を確保するとともに、適切な職業訓練機会の提供と受講生を確保

する。 

・職業訓練を効果的に実施し、訓練修了者の就職を実現していく上で、栃木労

働局や栃木県はもとより、地域の訓練実施機関の団体や労使団体等の幅広い

理解と協力が必要である。このため、令和５年度においても栃木県地域職業

能力開発促進協議会を開催して、関係者の連携・協力の下に、地域の実情を

踏まえた計画的で 実効ある職業訓練を推進するとともに、職業訓練の実施

状況等についてフォローアップを行うこととする。 

・地域の人材育成を効果的に実施するため、訓練コースの内容がニーズに即

したものとなっているか、訓練効果等が上がっているか等の検証や、当該

検証結果を踏まえた見直しを行うため、関係機関の担当者を構成員とした

「公的職業訓練効果検証ワーキンググループ（以下「ＷＧ」という。）」

を設置し、意見交換等を行う。さらに、ＷＧでは、選定したコースの訓練

実施機関、訓練修了者および訓練修了者を採用した企業へのヒアリングを

令和５年度から行い、栃木県における訓練効果の把握・検証を実施する。 

・公共職業訓練（離職者訓練）及び求職者支援訓練におけるジョブ・カード

を活用したキャリアコンサルティングの着実な実施等に資するよう、関係

機関を通じた周知及び活用促進を図る。① 地域において必要な訓練が円

滑に実施されるよう、栃木労働局、栃木県及び支援機構（以下「関係機

関」という。）の連携を引き続き強化する。 

 

（２）公的職業訓練の受講者の能力及び適性に応じた公的職業訓練の実施 

・公的職業訓練の受講者に対しては、ジョブ・カードを活用したキャリアコ

ンサルティングなど、労働者のキャリア形成に資する情報提供及び相談援
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助を行い、受講者の能力及び適性に応じた公的職業訓練を実施するものと

する。 

 

（３）地域におけるリスキリングの推進に関する事業（「地域リスキリング推進事

業」） 

・令和５年度地方財政対策のひとつとして、「地域におけるリスキリングの

推進に関する地方財政措置」が創設されたことに伴い、地域に必要な人材

確保（中小企業、農林水産、介護等）のため、デジタル・グリーン等成長

分野に関するリスキリングの推進に資する地方単独事業を対象に、本計画

に位置づけることとした。また、市町が実施する事業も対象となるため、

本計画に位置付ける事業については、市町とも連携を図っていく。 

・令和５年度に実施予定の事業は以下のとおり。事業の追加、変更等が生じ

た場合には、令和５年度に開催する栃木県地域職業能力開発促進協議会に

おいて報告を行うこととする。 

ア ZEH住宅セミナー事業 

 ① 実施団体：栃木県 

 ② 事業概要：ZEH住宅のビルダー登録を目指す地域工務店等に対して、

専門家による講義やZEH住宅建築実績のある工務店等の事

例発表、情報交換会を実施することにより、グリーン分野

の経営者等の意識改革・理解促進及び従業員（在職者）の

理解促進・リスキリングを支援する。 

    事業費：1,400千円 

   実施主体：栃木県森林環境部気候変動対策課、林業木材産業課、住宅

課及び関係団体 

    対象者：地域工務店等 

   実施回数：セミナー３回（県北、県央、県南） 

イ 益子町次世代経営協議会（案） 

 ① 実施団体：益子町 

 ② 事業概要：町内事業者に対して、デジタルトランスフォーメーション

（DX）導入に関するセミナーや先進企業視察研修を実施す

ることにより、デジタル分野の経営者等の意識改革・理解

促進を支援する。 

    事業費：1,000千円 

   実施主体：益子町次世代経営協議会 

    対象者：町内事業者 

   実施回数：セミナー４回、先進企業視察研修１回 


